
 

〔団体の概要〕（ＮＧＯ/ＮＰＯ用） 
 

団 体 名 
 
日本環境学会 

所在地 

〒300-0393  
 茨城県稲敷郡阿見町中央 3-21-1 茨城大学農学部 環境土壌・肥料学研究室 

TEL: 0298-88-8668         FAX: 0298-88-8668         
Ｅ-mail: mkubota@ipc.ibaraki.ac.jp 

ホームページ 
http://tt.sakura.ne.jp/~jaes/top.htm 

設立年月 １９８３年６月  ＊認証年月日（法人団体のみ）  年  月  日 

代表者   浅見 輝男 担当者  利根川 治夫 

スタッフ     名 （内 専従    名） 事務所    あり・なし 

組 織 
会員制度 

（あり・なし） 

正会員 ６６２名（内訳：個人６５５名 ／ 団体･法人 ６名） 
賛助会員   １名（内訳：個人 １名 ／ 団体･法人  名）      

その他会員   名                

設立の経緯 

1975 年 4 月、日本環境学会の全身「環境科学総合研究会」が設立された。同会は

、あらゆる分野の科学者や市民が共同して被害の実態に基づいて質の高い公害・

環境科学を調査研究することを目的として設立された。1983 年 6 月、「環境科学

総合研究会」は、日本環境学会と名称を変更し、今日に至っている。 

団体の目的 

本会は、環境諸科学の調査研究や環境教育（環境学習）を推進し、環境問問題の

解決に寄与することを目的とする。本会はその活動に際して、特に次の諸点に留

意する。 
（1）広く学際的・総合的な討論の場を保証すること 
（2）研究者と住民が共同して行う調査・研究などを奨励すること 

団体の活動 
プロフィール 

 
 ①機関誌「人間と環境」発行（年３回） 
 ②研究発表会（年１回） 
 ③現地調査会・シンポジウム 

平成 13 年度：「直訴百年・松木村廃村百年記念研究会」足尾の環境と歴史を

考える会、日本・ブラジルネットワークとの共催、足尾町の後援 
 ④会長のもとに，常任幹事会，幹事会，事務局を置き，その元に部会を置いて

いる．部会は，総務部，庶務部，編集部，共同研究部，企画部，情宣部，国

際部より構成されている． 
 ⑤出版活動：日本環境学会編集委員会「新・環境科学への扉」有斐閣 2001 年 
  ２月 
 
 
 
 
 

財 政 活動事業費 
（平成 13 年度） 

５，５５３，８５５円 

 



 

団体･企業名 
 

日本環境学会 企画部会 

担当者名 

利根川 治夫 

 

〔政策提言の内容〕     ＊政策分野･手段の番号は参考資料をもとにお書きください。 

政策のテーマ 
 

地球環境問題警鐘エコツーリズム･ネットワークの創設 

政策の分野 
番 

号 

③④⑧ 持続可能な開発、自然環境の保全、エコビジネス 

政策の手段 
番 

号 

② ④⑧

⑨⑪⑭ 
制度整備、環境教育、組織、地域活性化、国際環境協力 

① 政策の目的 

エコツーリズムは、参加者にとっては地球環境問題を理解する環境教育の有効な手段であると

ともに、それを実施する地域の自然環境と付近住民の生活を維持しつつ経済的に自立させるとい

う、地域の持続可能な発展に有効な手法である。地球環境問題を警鐘するエコツーリズム理論と

エコツアーを開発するとともに、情報交換、参加促進などに関するネットワークを整備するもの

。 

② 提言を行うこととなった背景および現状の問題点 

地球環境問題は、２１世紀になって益々規模が拡大し深刻化してきている。既に大洋州では海

面上昇による被害が現実に生じて他国への移住が計画され、山岳地や極地周辺では氷河の後退が

目に見えて著しくなってきている。また開発途上国の熱帯林や湿地の破壊、乾燥地の砂漠化も規

模が拡大し、地球規模での環境破壊は進行こそすれ後退はしていない。 

さらに、WTO が観光倫理を定めてはいるが、現在の観光は観光対象地域の環境を著しく破壊し

続けている。とりわけ、発展途上国では観光が残された自然や人々の生活が破壊している。自然

を見るツアーという名での環境破壊も世界各地で生じている。 

このような地球規模の環境問題の原因は開発途上国では貧困が、また先進国では資源浪費型の

非循環型経済社会に起因していることから、地球環境の悪化を物語っている現実の変化を直接観

察することによって環境学習を推進することが極めて重要である。こうした視点にたって、地球

環境問題を警鐘し、地域住民の主体的参加による地域環境と文化を保全するエコツーリズム理論

とエコツアーを国民・住民レベルで開発し、先進国及び開発途上国の協力関係を強化する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

③政策の概要 

地球環境問題は開発途上国、先進国を問わず顕在化し具体的な現象が生じ始めている。この問

題の解決に当たっては、各国政府、国連機関等の役割りが大きいが、個人のレベルにおいても

積極的な参加が不可欠である。しかし人間は五感で体験しなければ具体的な行動を起こしにく

いことから、エコツアーに参加することにより現状を実感・理解し個人及び NGO のレベルでも

活動を行うことが必要である。 

一方、従来の観光ツアーやエコツアーは必ずしも地球環境問題に対しての理解を深めるための

ものが多くなかったことから、例えば 

① 後退した氷河・永久凍土、②海面上昇により浸水した大洋州の集落、③かつて耕地であっ 

た砂漠地、④大洪水跡地、⑤荒廃地となった熱帯林や湿地跡地、⑥産業活動によって破壊・消

滅された自然や都市跡地、⑦深刻な公害や廃棄物問題を抱える途上国大都市、⑧絶滅のおそれ

のある野生生物 

など典型的な地球環境問題の現象が観察できる場所（悪例）と、豊かまたは美しい自然や資源

循環型の伝統的生活、環境問題解決の好事例（良例）とを組み合わせて訪れるという、環境教

育効果の高い優れたエコツアーを開発して普及するとともに、エコツアー受け入れ地域の実態

を調査することにより、持続的可能なエコツーリズムが実施されているかを検証し、エコツー

リズム理論とエコツアーをより高次の実践的理論へと高めていくための組織とそのための仕

組みを創設する。 

 

 

④ 政策の実施方法と全体の仕組み（必要に応じてフローチャートをつけてください） 

１．「地球環境警鐘エコツーリズム・ネットワーク（仮称。以下「ETNET」という）」という世

界組織を設立し、日本に事務局を設置する。 

 ２．各国に所在するエコツーリズム組織をネットワーク化して、「ETNET」が情報収集・提供等

を行う。 

３．国連機関、国際開発銀行、各国政府、民間企業等からの支援を得て、開発途上国などにお

いて地球環境問題を警鐘する新エコツアーを「ETNET」と現地機関とが共同で開発する。こ

の場合、開発するエコツアーについて、地域住民の参加を得ることが必要である。 

４．「ETNET」は、新エコツアーをホームページ等により全世界に普及し、主に先進国からの参

加を促進する。 

５．「ETNET」は、実施されたエコツアーを検証し、モデル的なエコツアーの実施方法などの技

術支援を行うとともに、国際会議などにより持続可能な望ましいエコツーリズム理論とエコ

ツアーの構築を促進・普及する。 

６．なお、事務局運営費は企業等からの寄付やエコツアー紹介などの手数料を充てる。 

 

⑤ 政策の実施主体 （提携･協力主体があればお書きください） 

日本環境学会が発起団体となり、日本政府（環境省、国土交通省、外務省（JICA））、国連機関

、国際開発銀行、国際機関、企業等の支援を受けてETNET を設立し、NGO等と協力して事務局を

運営する。 

 

 

⑥ 政策の実施により期待される効果 

地球環境問題への警鐘とその理解の促進 

 

 

⑦ パンフレット等添付資料名 

 

 


